
(様式第４号)

小規模住居型児童養育事業開始届

　　年　　月　　日

大阪府知事　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

氏名　　　　　　　　　　
小規模住居型児童養育事業を行いたいので、児童福祉法第３４条の４第１項に基づき関係書類を添えて次のとおり届け出ます。

1. ホーム名　  　
2. 事業者氏名　

3.　事業を行う住居の場所　　　
4.　事業開始年月日　    　年　　月　　日

5.　運営　　（1）運営規程　　別紙のとおり

　　　　　　（2）事業計画書　別紙のとおり

　　　　　　（3）収支予算書　別紙のとおり

6.職員の氏名及び経歴

	種別
	氏　　　　名
	性別
	生年月日（年齢）
	健康
	養育里親の実務経験等
	精神の機能の
障がいの有無※

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※「有」と申告した者については、医師の診断書を提出すること
7.設備の状況
	住居形態
	一戸建て　　　　　　　　
共同住宅　　　　　　　
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所有状況
	自己所有　・　借家（室）

	建物面積
	　　㎡　　延床面積　　　　　　　　㎡

	室　　数
	　　　　　室　　　　　　㎡
　（うち　児童用居室　　　　室　　　　㎡）


8.事業を実施する住居において居住する者
	氏　　　　　名
	続柄
	性別
	生年月日（年齢）
	健康状態
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


9.添付書類
　（１）職員の経歴書

（２）事業者が法人の場合、定款等基本約款及び過去３年分の損益計算書
（３）その他知事が必要と認める書類（但し事前相談で提出済みの場合は不要）

　　　①要保護児童の養育経験に関する子ども家庭センター所長の証明書（養育者が養育里親の場合）

　　　②児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設又は児童自立支援施設における養育経験年数に関する証明書（養育者が施設等勤務経験がある場合）

③養育者及び補助者並びに事業を行う住居において事業開始後も当該住居に同居する成年である者の宣誓書
④事業を行う住居の登記簿謄本又は賃貸借契約書の写し

⑤事業を行う住居における世帯全員を記載した発行日が３ヶ月以内の住民票謄本

⑥発行日が３ヶ月以内である養育者の健康診断書

⑦事業を行う住居の縮尺、寸法が記載された各階平面図・立面図及び周辺地図

⑧事業者の前年分源泉徴収票又は納税証明書（事業者が法人の場合、過去３年間の損益計算書）


